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「これぞ不平等？」／身近な「結果の平等」策 資料 
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同和問題 年間世帯総収入別の世帯構成比 

結果の不平等（実態的差別） 

中学校3年生　数学 

同和地区と大阪府・全国の学歴構成比率 

失　業　率 

全国 同和地区 

注）全国：「国民生活基礎調査」1998年 厚生労働省 
　　同和地区：「同和問題の解決に向けた実態等調査」2000年 大阪府 

注） 大阪府 ：「国勢調査」1995年 
　   失業率の算出方法は、「国勢調査」と 
       同様に右記のように算出した 
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得点別人数分布 

『平成15年度「同和問題の解決に向けた実態等調査（平成12年度）」 
対象地域に居住する児童生徒の学力等の実態の分析』 ２００４年大阪府教育委員会 

得点別人数分布 
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資料 

就業者の状況 
（15歳以上の産業別就業者の比率） 

商工業の状況 
（常時従業者規模別事業所の比率） 

生活保護の状況 
保護率（人口1,000人中保護を受けている人の割合） 

大学進学率 

高校進学率 差別を受けたことがありますか 

差別を受けた場面 

「アイヌ民族を理解するために」（2002年） 
北海道環境生活部総務課アイヌ施策推進室 
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「これぞ不平等？」／身近な「結果の平等」策 

結果の不平等（実態的差別） 

「これぞ不平等？」／身近な「結果の平等」策 資料 

女性の年齢階級別労働力率の国際比較 

世界の女性国会議員比率（％）  
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列国議会同盟ＨＰより作成（2006年10月31日） 内閣府男女共同参画局  

女性の人権 

決まって支給する現金給与額の男女格差とその推移 
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資料出所 
　  日本：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（2001年）／アメリカ：労働省 
　 「Employment and Earnings」（2001年） 
　  イギリス、ドイツ、フランス、：ILO「Year Book of Labour Statistics」（2000年） 
注）日本：1ヶ月当たり賃金（所定内給与）。フルタイム労働者。／アメリカ：1週当たり賃金。16歳以上、 
フルタイム労働者。イギリス：1時間当たり賃金。成人、フルタイム労働者。／ドイツ：1時間当たり賃金。 
卸・小売・レストラン・ホテル業、運輸・倉庫・通信業、金融・保険・不動産・対事業所サービス業、対地域・ 
社会・個人サービス業を除く。／フランス：1時間当たり賃金。鉱業・採掘業、電気・ガス・水道業、 
公務及び家事サービス業を除く。「男女間の賃金格差問題に関する研究会報告」厚生労働省（2002年） 
 

男女間格差 
（男性=100） 

56.1 57.1 60.2 63.5 64.2

「賃金構造基本統計調査」厚生労働省 

資料出所：ILO“LABORSTA”総務省統計局 
「労働力調査」（平成16年） 
注）アメリカ、スウェーデンの、「15～19歳」の欄は、「16～19歳」である。 
　「2004年（平成16年）版  働く女性の実情」厚生労働省 

結果の不平等（実態的差別） 
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